	金属プレス業


平成20年秋以降、受注が減少し始め、21年に入ってから、受注がより一層減少するなどの厳しい状況にある。しかし、その後の推移では、取扱品目によっては回復途上にあるなど、一部に明るい兆しが見受けられる。ただし、価格競争の激化によって、製品単価は下落傾向にあり、生産量の減少による稼働率の低下に加えて、収益を悪化させる要因になっている。
今後の先行きは不透明であるが、生産量の減少に対応すべく、どの企業も尽力している。
プレス加工の特性
プレス加工は、金型を取り付けたプレス機械を用いて、金属材料に、せん断加工、曲げ加工、絞り加工、圧縮加工などを行うことによって、特定の形状を作り出す塑性加工方法である。

　プレス加工は、同じ品質の製品を大量に短時間で安く、しかも繰り返し生産することができるため、自動車や家電製品などの大量生産品の普及とともに発展してきた。その用途は、自動車や電気・通信機器をはじめ、各種機械器具や事務用品、家具、建築金物など多様な分野にわたっている。現在では、自動車向けが全体の7割強を占めている。

良いプレス製品を生産するには、良いプレス機械と良い人材と良い金型が重要と言われるように、プレス加工では、金型も重要な要素である。金型の調達においては、規模の小さな企業では、設備投資などのコスト負担のために、金型は外注して自らはプレス専業となることが多い。一方、中規模以上の企業では、金型のメンテナンスの容易さや工程数の削減、高精度化といった生産性の向上のため、金型製作部門を自社内に設け、金型を内製する企業が多いことが特徴的である。
大阪の地位
大阪府内の金属プレス業では、弱電関係や各種産業機械関係、建築金物関係からスタートした企業が多いため、それら産業向けの生産割合が現在でも高く、他地域と比較して、自動車関連の生産割合が少ないことが特徴である。しかし、弱電関係や建築金物関係の主要企業が海外へと生産をシフトさせたことにより、生産量の確保のため、国内で比較的量産を行っている自動車へと、その生産割合を高めてきた企業が多く存在している。

平成19年における大阪府の金属プレス製品製造業は、事業所数500、従業者数8,053人、製造品出荷額等は1,723億6,365万円であり、全国に占めるシェアはそれぞれ、12.7％、9.4％、9.3％である（経済産業省『平成19年工業統計表　産業編』従業者4人以上の事業所）。事業所数のシェアに比べて、従業者数や製造品出荷額等のシェアが小さいことから、大阪の企業は、全国と比較して、規模の小さい企業が多い状況にある。

大阪府と全国との比較では、事業所数では全国１位であるが、製造品出荷額等では、愛知県に次いで全国２位であり、以下栃木県、茨城県、神奈川県となっている（経済産業省『平成19年工業統計表　品目編』従業者４人以上の事業所）。
大阪府内の事業所の分布では、大阪市内をはじめ、東大阪地域（八尾市、大東市、東大阪市）に多く立地している。
　受注の減少幅は取扱品目によって差違あり
　20年秋から年末にかけて、受注は大幅な減少傾向にあったが、企業によってその減少幅は異なっており、ほとんど影響を受けていない企業も存在していた。しかし、21年に入ってから受注がより一層落ち込み、前年同月比で売上が４割～６割減にまで落ち込んだ点では、どの企業とも共通している。
その後の受注の推移では、取扱品目によって差がみられる。自動車関連が中心の企業では、おおむね４月が底で、５月以降受注が戻り始めている一方、電気機器関連（含むデジタル家電）が中心の企業では、量産品の受注が少なく、回復が遅れている。こうした企業では、１～３月期よりも４～６月期の方が状況が悪いと回答する割合が多い。しかし夏以降、受注先企業の新製品の開発が進むと、それに伴った新規の受注を確保できるのではないかという見方をしている。
製品単価の下落圧力も収益を悪化させる要因に
受注は、20年秋までは比較的順調に推移していたが、その後急速に減少したため、固定費の削減等が追いつかず、収益は悪化している。20年度の決算では、かろうじて黒字、もしくは赤字に転落した企業が多い。

原材料価格は、20年のピークに比べて半値程度で推移しているが、その分の製品単価の値下げ要請はまだ本格化していない。
しかし、同業他社の値引き営業によって、自社もある程度価格を下げないと受注を確保できなくなっており、製品単価の下落傾向が強まっている。このことは、受注の減少に加えて、収益を悪化させる一因になっている。
また、以前からプレス加工だけではなく、メッキ・塗装・溶接・組立などの二次加工も行い、ユニット化して部品で納品することが多いが、近年ではその傾向が強まっている。受注に際して、プレス加工だけではなく二次加工もできることをアピールすることによって、プレス加工の受注を確保しようとするだけではなく、そこで付加価値を高めようとする動きが強まっている。
雇用調整助成金と休業日の増加
どの企業も基本的には正社員を削減しない方針であり、雇用調整助成金を使いながら、雇用維持に努めている。雇用調整助成金は、プレス業界の6～8割程度の企業は利用しているとみられる。

それ以外の対策では、週休３日制にするなど休業日を設定した企業や、４～５月のゴールデンウィークに休業日を加えることによって長期休暇とした企業も多い。６月以降では、休業日はおおむね減少・解消方向には進んでいるものの、まだ完全解消とはいかない状況にある。
設備投資は意欲はあるものの先送り
20年度当初には、ある程度の設備投資を計画していた企業は多いものの、秋以降、計画を延期あるいは取りやめた企業が多い。現在は、今後の推移を見ながら再検討している。
しかし、近年、高付加価値加工や微細精密加工、チタンやマグネシウムといった難加工材の成形に関して、従来のメガプレス機では限界があることがわかり、スライド位置・加重・ストローク等が調整できるサーボプレス機の導入が進み始めている。サーボプレス機の本格的な導入によって、プレス業界では生産手法・工程の革新が起こっているため、設備投資意欲が衰えているとは必ずしもいえない。
量産品の減少への対応
プレス加工は、基本的には量産のための技術であり、工程数を少なくするとともに段取り替えの時間を減らし、いかに生産性を上げるかが重要な課題である。しかし、最近では量産品が海外にシフトするなど、国内での生産量が減少しているため、設備の稼働状況や金型の発注など、どの企業もコスト対策に苦慮している。例えば、最近の受注が少ない厳しい状況では、量が少ないために、あえて金型を作成せず、単純加工を行ういくつかの古い機械を組み合わせて対応するような企業も存在している。
今後の見通し
プレス業界全体の見通しでは、おおむね３～５月が景気の底で、それ以降、受注は戻り始めているが、本格的な回復基調かどうかは、今後の推移を見極める必要がある。ただ、回復基調にあっても、昨年の水準までには回復しないというのが大方の見方であり、どの企業も、少ない受注で収益を安定化させる体制作りを模索している。
また消費財関連部品を作っている企業では、この夏の賞与・給与が厳しいことが見込まれる分、個人消費の先行きが読めないために、先行き不透明な状況にあり、こうした状況が当分続くのではないかという見通しを持っている。
（佐野　浩）
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資料：経済産業省『金属加工統計調査』

　全国の従業者20人以上の599事業所の合計}

合計

自動車用

電気・通信用

金属プレス加工の販売額の推移（全国）

（単位：百万円、％）


PAGE  
3

